
  

 

 

 

 

  
  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

  

  

          

 

  

     

       

   

        

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 



  

  

 

 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

  

 

 

 

   

   

 

 

 

  

 

 

 



  

 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  
 
   

 

   

 

   

 

   



  

 

   

 

   

 

  

 

  

   

 

  

 

 

 

  

 

  

 

 

 

   

 

   

 

   

 

  

 

  

 

  

 

  

  

 

 



 

第１号様式（第７条関係）  

北区民まちづくり提案支援事業補助金 交付申請書 

（宛先）京都市北区長  令和   年    月    日 

申請団体の主たる事務所の住所 

〒 

 

 

 

※年間を通じて書類の受取が可能な住所を

ご記入ください（郵送物は上記住所に右記

団体名及び代表者宛で郵送されます）。 

申請団体の名称及び代表者名 

 

 

 

担当者氏名： 

電話    －     － 

 ＰＣアドレス 

 ※日中に連絡の付く連絡先をご記入ください。 

  

北区民まちづくり提案支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、補助金の交付を申請します。 

事 業 名  

部門及び新規・

継続の別等 

【まちづくり応援部門】 □一般枠     新規 ・ 継続（   年目） 

□子育て推進枠  新規 ・ 継続（   年目） 

□ 【まちづくりステップアップ部門】新規 ・ 継続 

過去の採択歴（   年度、   年度、   年度） 

補 助 金 交 付 

申 請 額 
円 

概 算 払 

□不要 □必要(理由：                        ) 

※補助金は事業完了後に支払う「精算払」が原則です。 

※概算払の上限は、交付予定額（審査を経て決定した補助額）の２分の１以内となります。  

※採択決定後の概算払希望には原則、対応できかねますので、ご了承ください。 

申請団体について

(簡潔にご記

入ください) 

団体の概要（目的、スタッフの構成等） 

 

 

 

 

 

団体の活動内容 

※これまでの活動内容（本事業以外の普段の活動があれば）を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 
【添付書類】（①、②、④、⑤は必ず提出してください。） 
 ①事業計画書（第２号様式） 
 ②収支予算書（第３号様式） 
 ③無償労務提供相当額計算書（第４号様式）（無償労務提供が予定されている場合のみ要提出） 
 ④役員名簿又は構成員名簿（住所を記載してください。） 
 ⑤団体の規約（規約が作成されている場合は必ず提出してください。） 
 ※規約がない場合は団体の活動内容が分かる資料を添付してください。 



 

第２号様式（第７条関係） 

事 業 計 画 書 

事 業 名 
 

事業と北区基本計画 

との関わり 

※該当する「ライフステー
ジ等」や「action」を最大
５つまで記載してくださ
い。 

 

どのような目的で事業

を始めたか 

 

 

 

 

事業概要（具体的な活動

内容）及び事業を実施す

ることで得られる効果 

※いかに“つながり”を醸
成するかという観点から
記載してください。 

 

 

 

 

【まちづくりステップアップ部門のみ】 

これまでの実施事業か

ら参加者や事業の担い

手を増やす仕組み 

※今回の申請において、上
述を達成するために講じ
る内容について記載して
ください。 

 

当年度補助終了後の事

業方針 

（自走化に向けた収益

を得るための工夫など） 

 

 

 

 

事業対象者の概ねの人

数 

 

活動場所・地域 
 

事業のスケジュール 

（当該年度分） 

 

 



第３号様式（第７条関係） 

収 支 予 算 書 

 

収  入 支  出 

項  目 金  額 内  容 金  額 

参加費収入 

（ 人×   円×  回） 

 （補助対象経費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（補助対象外経費） 

 

 

 

 

 

 

北区補助金（予定） 

 

   ＋ 

 

基本額（対象経費に補

助率をかけたもの） 
（     ） 

    学生の無償労務提供相

当額（第４号様式から転記） 
（     ） 

併用する他の補助金等の名称 

 

※国や京都府など他の類似の制度

による補助があれば、記載 

 

寄付金  

自己負担  

収入合計      円 支出合計 

 

        

円 

うち補助対象経費 

        円        

 

※ 支出は、消耗品費、印刷費、謝礼金、会場使用料など、種類ごとに詳しく記入してください。 

※ 併用する他の補助金は、申請中、申請見込みのものも必ず記入してください。 

※ 「収入合計＝支出合計」となるよう記入してください。 

 

Ａ 

Ｂ 

Ａ Ｂ 



 

 第４号様式（第７条関係） 

無 償 労 務 提 供 相 当 額 計 算 書 

 

 

事業の実施に直接関わる活動に対し、学生による無償の労務提供がある場合に記入し、

提出してください。 

 

 

活動内容内訳      活動時期 
それぞれの活動に 

要する人数×時間 

   

   

   

   

   

   

無償の労務提供の延べ時間  
             

時間 

無償の労務提供相当額（延べ時間×500円）  円  

 

※ ５万円分を上限として、第３号様式に転記してください。 

※ 有償スタッフは人数に含めることができません。 

※ 活動の終了後に、労務提供をした学生の氏名・所属（大学名など）と、それぞれの活動日

時及び時間数が分かる書類をまとめて提出していただきます。 



 

第５号様式（第９条関係） 

京都市指令北地第  号 

 年  月  日 

 

              様 

 

北  区  長 

 

北区民まちづくり提案支援事業補助金交付決定通知書 

 

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった北区民まちづくり提案支援事業補助金について、

下記のとおり交付することを決定したので、通知します。 

 

記 

 

事 業 名  

交 付 予 定 額 円  

交 付 の 条 件 

１ 事業の変更又は中止をしようとするときは、区長の承認を受け

なければならない。 

２ 事業完了後、指定の期間内に、実績報告書等を提出しなければ

ならない。 

３ この補助金の交付決定後、次の事項に該当すると認められる場

合は、補助金の交付予定額の全部又は一部を返還しなければなら

ない。 

（１）補助金の申請に関して虚偽又は不正の事実があるとき。 

（２）補助金の交付の目的以外に補助金を使用したとき。 

（３）補助金交付の条件その他北区民まちづくり提案支援事業補助

金交付要綱（以下「要綱」という。）の規定に違反したとき。 

（４）要綱第１０条の規定により、変更又は中止の承認を受けたとき。 

（５）補助金の交付対象となる経費の全部又は一部を使用しなかっ

たとき。 

（６）要綱第１５条の規定による指示等に従わなかったとき。 

４ 必要経費が交付予定額を下回った場合等には、交付決定額も減

額される。 

 



 

第６号様式（第９条関係） 

京都市指令北地第  号 

 年  月  日 

 

              様 

 

北  区  長 

 

 

北区民まちづくり提案支援事業補助金不交付決定通知書 

 

 

 

令和  年  月  日付けで申請のあった北区民まちづくり提案支援事業補助金について、

不交付とすることを決定したので、通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内

に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、こ

の決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができな

くなります。 

２ また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対

する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を

被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟におい

て京都市を代表する者は、京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決

定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決が

あった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起すること

はできなくなります。 

 



 

第７号様式（第１０条関係） 

 

北区民まちづくり提案支援事業補助金 計画変更等申請書 

 

（宛先）京都市北区長 年    月    日 

交付団体の主たる事務所の住所 

〒 

 

 

交付団体の名称及び代表者名 

 

 

 

（担当：       電話          ）  

 

北区民まちづくり提案支援事業補助金交付要綱第１０条の規定により、補助金の交付決定通知

を受けた事業を、下記のとおり変更・中止したいので、承認願います。 

事 業 名  

変更・中止の内容  

変更・中止の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※必要に応じ、事業計画書や収支予算書を修正のうえ、本様式と合わせて添付をお願いします。 



 

第８号様式（第１０条関係） 

京都市指令北地第  号 

 年  月  日 

 

              様 

 

北  区  長 

 

北区民まちづくり提案支援事業補助金計画変更等決定通知書 

 

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった、北区民まちづくり提案支援事業補助金の計画

変更・中止申請について、下記のとおり承認したので、通知します。 

 

 

記 

 

 

事 業 名  

承 認 内 容  

 



 

第９号様式（第１０条関係） 

京都市指令北地第  号 

 年  月  日 

 

              様 

 

北  区  長 

 

北区民まちづくり提案支援事業補助金計画変更等不承認決定通知書 

 

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった、北区民まちづくり提案支援事業補助金の計画変更・

中止申請について、不承認とすることを決定したので、通知します。 

 

 

 

［不承認の理由］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内

に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、こ

の決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができな

くなります。 

２ また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対

する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を

被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟におい

て京都市を代表する者は、京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決

定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決が

あった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起すること

はできなくなります。 

 



 

第１０号様式（第１１条関係） 

北区民まちづくり提案支援事業補助金 実績報告書 

（宛先）京都市北区長 年    月    日 

交付団体の主たる事務所の住所 

〒 

 

 

※交付申請書と同住所をご記入ください。 

申請団体の名称及び代表者名 

 

担当者氏名：      
電話    －     － 

 メールアドレス 
 ※日中に連絡の付く連絡先をご記入ください。 

  

北区民まちづくり提案支援事業補助金交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり報告します。 

事 業 名  

部門及び新規・ 

継続の別等 

【まちづくり応援部門】 □一般枠     新規 ・ 継続（   年目） 

□子育て推進枠  新規 ・ 継続（   年目） 

□ 【まちづくりステップアップ部門】新規 ・ 継続 

過去の採択歴（   年度、   年度、   年度） 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 成 果 

※まちづくりス
テップアップ部
門は、参加者や事
業の担い手を増
やすために講じ
た仕組みの成果
についても記載
してください。 

 

 

 

 

 

 

 

反 省 点 

 

 

 

 

今 後 の 方 向 性 

 

 

 

 

 

 

【添付書類】 
 □収支決算書（第１１号様式） 

□無償労務提供額報告書（第１２号様式）及び氏名・所属、活動内容等を記載したもの 
□領収書等活動の実施に要した経費を支払ったことを証する書類の写し 
□事業の実施状況が判別できる写真 
□参加者名簿（作成が可能な場合） 



 

第１１号様式（第１１条関係） 

収 支 決 算 書 

収  入 支  出 

項  目 金  額 内  容 金  額 
領収書
番号 

参加費収入 

（  人×   円×  回） 

 （補助対象経費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（補助対象外経費） 

 

 

 

  

北区補助金 

 

   ＋ 

概算払いの有無（有・無） 

※「有」の場合、精算書（本市会

計室提出用）も合わせて添付する

こと 

 

 

 

 

基本額（対象経費に補

助率をかけたもの） 
(     ) 

    学生の無償労務提供相

当額（第12号様式から転記） 
(     ) 

併用する他の補助金等の名称 

 

※国や京都府など他の類似の制度

による補助があれば、記載 

 

 

寄付金 

 

 

 

自己負担  

収入合計      円 支出合計 

        円 

うち補助対象経費 

        円        

 

  
交付予定額 

（第９条に基づく額） 

 

 円 

※ 「収入合計＝支出合計」となるよう記入してください。 
※ 支出は、消耗品費、印刷費、謝礼金、会場使用料など、種類ごとに詳しく記入し、領収書を添付 
 してください。 
※ 併用する他の補助金について、見込みの場合はその旨も記入してください。 
※ この決算書及び提出いただいた書類に基づき、補助金額を改めて計算し、確定した額をお知ら 
 せします。 

Ｃ Ｄ 

Ｃ 

Ｄ 



 

第１２号様式（第１１条関係） 

無 償 労 務 提 供 相 当 額 報 告 書 

 

 

事業の実施に直接関わる活動に対し、学生による無償の労務提供がなされた場合に記入

し、提出してください。 

 

事業名  

 

活動内容内訳      活動時期 
それぞれの活動に 

従事した人数×時間 

   

   

   

   

   

   

無償の労務提供の延べ時間  
             

時間 

無償の労務提供相当額（延べ時間×500円）  円  

 

※ ５万円分を上限として、第１１号様式に転記してください。 

※ 有償スタッフは人数に含めることができません。 

※ 労務提供をした学生の氏名・所属（大学名など）と、それぞれの活動日時及び時間数が分 

 かる書類を添付してください。 



 

第１３号様式（第１２条関係） 

京都市指令北地第  号 

 年  月  日 

 

              様 

 

北  区  長 

 

北区民まちづくり提案支援事業補助金交付額決定通知書 

 

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった北区民まちづくり提案支援事業補助金について、

下記のとおり交付額を決定したので、通知します。 

 

記 

 

事 業 名  

交 付 決 定 額 円  

 

［交付予定額から減額した場合その理由］ 

 

 

 

注 補助事業完了後に申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

が確定した場合には、速やかに、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第

１４号様式）により京都市北区長に報告しなければならない。 

 

１ この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以

内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、

この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることがで

きなくなります。 

２ また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都

市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟

において京都市を代表する者は、京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、

この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長

の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提

起することはできなくなります。 



 

第１４号様式（第１４条関係） 

 

北区民まちづくり提案支援事業補助金に係る消費税及び 

地方消費税の額の確定に伴う報告書 

 

（宛先）京都市北区長 年    月    日 

交付団体の主たる事務所の住所 

〒 

 

 

交付団体の名称及び代表者名 

 

 

 

（担当：       電話          ）  

 

北区民まちづくり提案支援事業補助金交付要綱第１４条の規定により、令和  年度消費税及

び地方消費税の額について下記のとおり報告します。 

事 業 名  

補 助 金 額 

（北区長が交付額

決定通知書により

通知した額） 

円 

消費税額及び地方

消費税額の確定に

伴う補助金に係る

消費税及び地方消

費税に係る仕入控

除税額 

（要補助金返還額） 

 

 

 

円 

 

 

※別紙として金額の積算根拠がわかるものを添付してください。 

 


